（Ｈ23年2月）

· 日本企業における外国人採用枠が激増しています。
「ユニクロ」を展開するファーストリテイリングは、来春の大卒新入社員採用枠1,300人の内、約80％に当たる1,050人を外国人にする予定であるという報道がなされました。今春の採用内定者も約1,000人中70％強が外国人とのことです。ユニクロだけでなく、ローソンやヤマト運輸など今後積極的に海外にビジネス展開する予定の企業では、進出予定の国（中国やタイ、マレーシアなど）からの外国人留学生の採用枠を約30％としています。また、製造業においても電機メーカーを中心に、ソニー、NEC、日立製作所では外国人採用枠を10～30％程度とし、パナソニックにいたっては、国内の大卒新入社員採用に関しては国籍や男女の区別をなくしているとのことです。その狙いはというと、各社とも各国の実情にあったニーズを汲み上げるための市場調査や海外企業との交渉に当たって必要となる語学に堪能な人材の確保、さらに製造業においては、純粋に優れた技術者の確保にあるようです。
一方、今春卒業予定の大卒就職内定率はというと、過去最低の68.8％（2010年12月1日時点）にとどまっており、「就職氷河期」といわれた2000年前後をも下回る最悪の状況です。ただでさえ景気低迷の波をまともに受けて厳しい就職環境下にあるにもかかわらず、さらに追い討ちをかけるように日本企業の外国人採用へのシフトは、企業のグローバル化という大義名分はあるものの、国内の雇用問題を鑑みれば少し行き過ぎではないか、という議論が出ているのも事実であります。
しかし、企業が真に求める人材とは、パナソニックの採用指針に代表されるように国籍や性別にかかわりなく即戦力となりうる優秀な人材であると考えれば、日本人学生にはそれが足りないと企業が判断しているに過ぎないのではないでしょうか。事実、この「超就職氷河期」でも就職内定率100％の大学として、秋田県秋田市にある国際教養大学がテレビでたびたび報道されていました。その教育カリキュラムは、1クラス15人以下の少人数で授業はすべて英語。世界各国から集まった多彩な教授陣、毎年100人を超える留学生、そのような環境の中で学生が自ら考え、意見を述べ、積極的に議論することで異文化精神の理解を踏まえた外国語のコミュニケーション能力を磨く。さらに、卒業するまでに海外の提携大学へ1年間必ず留学することで視野を広げ、人間としての成長を促す。

国際教養大学の卒業生が人間として完璧（そのような人がこの世に存在するとは思いませんが・・・）といえるかどうかはわかりませんが、少なくとも今、日本企業が求める人物像と合致しているということに間違いはないでしょう。時代とともに企業の求める人物像も変わっていきます。IT技術をはじめとする飛躍的な技術改革によって世界の政治、経済の勢力図が大きく塗り替わってしまい、同時に少子高齢化という人口構成の問題に直面している日本にとって生き残る道は、個人レベルでのグローバル化以外ないように思います。
脱・島国根性！学生だけでなく、社会人にとっても大きな意識改革を求められる時代に突入したといえるでしょう。　（工藤克己）
